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連結損益計算書

FY2021/2Ｑ FY2022 / 2Ｑ

単位：百万円
金 額 当 初 予 想 金 額

売 上 高 5,283 5,075 5,101

営 業 利 益 532 129 325

経 常 利 益 586 163 388

親会社株主に帰属する

当 期 純 利 益 354 65 99

2Q計画比

増 減 額 増減率

+25 +0.5%

+196 +151.5%

+225 +137.4%

+33 +51.2%

売上高・各利益とも計画達成

5%

5%

4%

2%

■営業利益

売上高は計画通りに

推移

債権回収が順調に進

み売上原価を圧縮、

営業利益が増加
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売上高内訳

100%

90%
2月 3月 4月 5月 6月

新規契約申込
（前年同月比）

FY2021/2Ｑ FY2022 / 2Ｑ

単位：百万円 金 額 金 額
前年同期

増減額 前年同期比

売 上 高 5,283 5,101 △182 96.5%

初 回 保 証 料 2,777 2,447 △329 88.1%

継 続 保 証 料 ※ 2,484 2,623 139 105.6%

※年間保証料に月額保証料を含めております

99%

107%
105%

108%

114%

前年同月比

120%UP

7月

■売上高

按分計上のため前期の

代理店の採算性見直し

による影響はあるもの

の計画通りに推移

■新規契約申込

新規代理店社数が前年

同期比915社増加した

ことで申込件数が増加
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3,927 3,910 

3,977 
3,960 

3,909 

3,862 3,868 

FY2021/2Ｑ FY2022 / 2Ｑ

単位：百万円 金 額 金 額
前年同期

増減額 前年同期比

売 上 原 価 2,244 2,215 △29 98.7%

貸倒引当金繰入額 1,307 1,247 △60 95.4%

紹 介 手 数 料 463 537 73 116.0%

訴訟・処分費用 470 426 △43 90.7%

3

売上原価内訳

求償債権の推移

3QFY2021/1Q 2Q 2Q4Q FY2022/1QFY2020/4Q

9.1%

8.9%
9.0%

8.9%
8.8%

8.6% 8.5%
求償債権

保証残高の

求償債権割合

(単位：百万円）

8.5%

■貸倒引当金繰入額

債権回収の効率化を

図ることで求償債権

額は想定を下回る

■訴訟・処分費用

コロナの影響により

一時的に増加した訴

訟件数が減少

■求償債権

保証残高に対する求

償債権の割合は8.5％

と減少傾向
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566 566 565 566 
571 

574 

1Q 2Q 3Q 4Q

34 

59 

82 

106 

35 

62 

1Q 2Q 3Q 4Q

4

主要K P I

新規契約 代理店数

■FY2021 ■FY2022

1Q 2Q 3Q 4Q

新規契約件数は計画通りに推移

大手・中小規模向けサービスも拡大

1Q 2Q 3Q 4Q

10,217 
10,455 

10,684 10,882 
11,102 

11,370 

1Q 2Q 3Q 4Q
1Q 2Q 3Q 4Q

新規代理店社数の増加が新規契約の拡大

に寄与 前年同期比915社増

新規契約件数に伴い、保有契約数も増加

継続保証料は前年同期比105.6％に拡大

単位：千件 単位：千件 単位：社

保有契約
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保証ラインナップ

充 実 保 証 ・ 業 務 効 率 化 に よ り 収 益 を 拡 大

ダイレクトS テナント保証ラク電 ダイレクトワイド家主ダイレクト

充実保証収益拡大

外国籍

小・中規模代理店向け大手・中規模向け 全代理店向け

連帯保証人不要３者

間通話サービスで言

葉の壁を解消

業界トップクラスの

保証内容で事業用物

件を保証

あらゆるリスクをカ

バーする安心の保証

集金代行と孤独死保

険・家財保険がセット

空室時の通電・停止

に伴う業務負担を軽減

信用情報を活用した

OEM商品

業務効率
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大手・中規模代理店向け保証サービス

商品コンセプト

Casa デ ー タ ベ ー ス （ 家 賃 情 報 、 支 払 履 歴 ） と 個 人 信 用 情

報 機関が保 有する クレジッ トカー ドやロー ンカード の取 引

情報を活用する事で、審査精度が向上。

Casaデータベース 個人信用情報

審査
データベース

ダイレクトS

信用情報を活用したOEM商品

クレジット契約

ローン契約

支払い・延滞情報反社情報

入金情報

属性情報

421 

897 

1,394 

2,072 
1,742 

3,563 

1Q 2Q 3Q 4Q

ダイレクトS契約実績

前年同期比

397%UP

■FY2021 ■FY2022

単位：件
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中小規模代理店向け保証サービス

50

91

124

145

1,496

2,297

3,318

4,534

契約件数（累計）利用代理店数（累計）

5,534社

FY2019 FY2021 FY2022 FY2022
2Q

145千件

単位：社 単位：千件

入居者募集 家賃保証家賃管理

孤独死保険 家財保険 駆け付け

家主ダイレクトサービス内容

FY2019 FY2021 FY2022 FY2022
2Q
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33

80

116

10

37

43

単位：社

ダイレクトワイド導入実績（累計）

単位：社

ラク電導入実績（累計）

116社 43社

8

新たなサービスによる業務効率の提案

空室期間退去 入居

ラク電（2022年5月リリース）

ダイレクトワイド（2022年4月リリース）

不動産会社の負担

● 信用情報を活用した高い与信力

● 安心の保証期間

● ストック型収益プラン

充実
保証

空室時の電力会社への手続きがWEBで可能に

5月 6月 7月 5月 6月 7月

●電力会社への通電・停止の連絡業務

●電力会社、オーナーとの精算業務

●電気代の負担
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AI審査

申込内容 賃料 スコア

Aさん １０万円 90点

Bさん ８万円 60点

Cさん 5万円 95点

Dさん ９万円 50点

9

A Iを活用した与信と回収のコントロール

債権回収モデル（11月スタート）審査スコア（9月スタート）

通知電話

メールSMS

自動督促難易度：高

難易度：低

● 性別・年齢

● 配偶者有無

● 住所・電話番号

● 職業・勤務先・年収

● 債権情報／延滞情報

● 交渉履歴／入金履歴 Eさん

Fさん

Gさん

訪問

審査スコア及び回収モデルを作成し滞納発生と長期未収を抑制

売上原価とオペレーションコストの圧縮を図る



保 証 サ ー ビ ス の 拡 大
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管理会社の規模に応じた取組

マーケットの状況

不動産
会社数

デジタル化 システム提唱 サービス

大
手
・
中
規
模

3,000社 進んでいる
システム連動

管理ソフト連携
ダイレクトS

小
規
模

300,000社 遅れている Casa WEB

出所：全国賃貸住宅新聞社発行「賃貸管理市場データブック2021-2022」より

不動産業界のニーズ

賃貸住宅数：1,925万戸（ 推 計 ）

→管理会社市場 52.4％
賃 貸 住 宅

内 訳

大手・中規模

● 収益の拡大

● 審査等の対応スピード

● 自社・管理ソフトとのシステム連動

● システムの新規導入

● 保証範囲の拡大

● 業務効率

小規模
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保証D Xへの取り組み

1,485

2,016

2,341
2,593

2,867

3,552

カテゴリ 1

25.6%

31.2%

34.1%

39.4%

43.9%
45.2%

FY2021/1Q 2Q 3Q 4Q FY2022/1Q 2Q

オ ン ラ イ ン 化 に よ り 不 動 産 会 社 の 保 証 業 務 を 効 率 化

Casa WEBの利用の拡大

45.2%

Casa WEB

電子契約
利用件数

前年同期比

163%

滞納登録
利用件数

前年同期比

172%

FAX＋入力

郵送書類＋整理＋登録 登録

滞納・変更・入金等の報告

家財保険連携

送金明細

WEB申込

WEB口座振替電子契約

保険会社連携管理ソフト連携

利用率 ■導入社数

単位：社

登録
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99

114

151

134
123

135 138

120

142

205

152

191
200

169

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月

2021年 2022年

13

外部環境

飲食店・小売の倒産、外国人入居者の増加から保証会社のニーズは更に高まる

新型コロナ関連倒産は依然として高い水準

55

13
19 17 17 17

59

29 28

82

157

173

149

178

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月

2021年 2022年

コロナウイルス関連倒産件数（単位：件） 外国籍入国者数（単位：千人）

出所：法務省「出入国管理統計」より出所：東京商工リサーチ「全国企業倒産状況」より

入国緩和で
外国人の

受入れを再開
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テナント用家賃保証

1,722 

3,359 

4,998 

6,650 

1,822 

3,672 

5,639 

7,786 

1Q 2Q 3Q 4Q

前年同期

109%

テナント保証契約実績

■FY2021 ■FY2022

単位：件

法的手続き

費用

サービス内容

賃料等
固定費
(駐車場・
看板等)

変動費
(水道・
光熱費)

更新料

退去時

精算費用

賃料等

相当損害金

早期解約

違約金

1Q 2Q 3Q 4Q

新サービス7月リリース
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外国籍保証の増加

90%

115%

134%

150%

158%
160%

外国籍新規申込件数 外国籍向け サービスアパートメント

家賃保証とクレジットカードによる家賃

決済を実現いたしました。利用者は家賃

保証による信用力の担保と決済や契約を

円滑に行うことが可能になります。

100%

前年同月比

160%

2月 3月 4月 5月 6月 7月

単位：％

日本で働く外国人人材の来日前か

ら生活の立ち上げ、在日中のサ

ポート。海外で働く人材、海外間

で移動する人材の移動や生活立ち

上げをワンストップで提供。

● Enplusの強み
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成長戦略

● IT人材の獲得・育成

人員 DXサービス

● 新規出店によるエリア拡大

● 新卒採用活動の開始

● アライアンスによる
付加価値の提供

● 大家・入居者アプリ提供

● テナント保証の拡大

● AIスコアの精度向上

● 保証DXの拡大

● 不動産DXの推進



C O M P A S S



Copyright © 2022 Casa Inc.

C a s aグループ相関図

18

Casaグループ

Casa COMPASS

●不動産D X●養育費保証●家賃保証

養育費保証 お部屋探し

仕事探し メディア

家賃保証 集金代行

入居者相談
付帯

サービス

入居者募集 家賃管理

入居者管理 設備管理
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不動産賃貸市場の状況

19

448
万戸

576
万戸

659
万戸

757
万戸

820
万戸

846
万戸

1993 1998 2003 2008 2013 2018

9.8%
11.5% 12.2%

13.1% 13.5% 13.6%

13.6%

空き家数及び空き家率の推移

出所：全国賃貸住宅新聞社発行「賃貸管理市場データブック2021-2022」

賃貸住宅数：1,925万戸（推計）自主管理市場賃貸住宅内訳

人口減少の推移

12,544 12,670 12,729 12,708 12,520 12,410 
12,066 

11,662 
11,212 

10,728 
10,221 

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

11,000

12,000

13,000

14,000

1955 2000 2005 2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045

47 .6％

空き家率 ■ 空き家数 出所：総務省情報通信白書出所：住宅・土地統計調査（総務省）

単位：万人
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13.7%

14.4%

15.7%

16.3%

16.3%

20.3%

20.3%

22.9%

24.2%

29.4%

35.9%

35.9%

42.5%

49.0%

年末調整

ペット

入居者が

退去時

物件

退去時

入居者トラブル

入居者

物件

空室立

入居者

固定資産

カテゴリ 13

カテゴリ 14

自主管理オーナーの状況

20

賃貸経営の悩みC O M P A S Sの利用家主

家賃の滞納

室内の汚損

税負担が重い

空室率が高い

メンテナンス費用が高い

近所からの苦情

入居者同士のトラブル

退去時のトラブル

物件の老朽化

契約時の虚偽

退去勧告に従わない

賃貸ルールに従わない

手続きが煩雑

ゴミ出しトラブル

平均築年数34年

管理方法：自主管理

保有戸数
８戸～15戸

家主の年代
3 0代～5 0代
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C O M P A S Sの世界観

21

オーナーを中心に

透明かつ効率的な

不動産業界を作る

保 証 会 社

仲 介 会 社

入 居 者

工 事 業 者
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D Xで実現する業務 I T化

22

原状回復工事 入居者募集

入居者管理

家賃管理契約管理

・インターネットでの募集

・申し込み/契約手続き

オーナー・更新手続き

・解約対応

・設備不備対応

・騒音・迷惑行為対応

・入金確認

・滞納督促

・原状回復費用確定

・リフォーム工事

不動産オーナーの賃貸経営をワンストップでサポート
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「Owner WEB」電子契約機能をリリース

23

オーナー 入居者
Owner WEB

電子契約
賃 貸 借 契 約

賃 貸 保 証 契 約

賃 貸 借 契 約

保 証 委 託 契 約

賃貸借契約と保証契約にかかる日数が大幅に削減

３日

今まで
電子化後

２時間
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自主管理家主に対するプロモーション

3,522 
3,923 

4,392 

4,831 

2021_3Q 2021_4Q 2022_1Q 2022_2Q

家主の獲得数

4,831人

FY2021/3Q 2Q4Q FY2022/1Q

Owner WEBの利用登録の家主

24

オーナーセミナーの開催
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2020年:22自治体 2022年: 154自治体自治体数

2023年4月1日に設置される予定の日本の行政機関。文部科学省、

厚生労働省、内閣府、警察庁などが所管していた子供を取り巻く行

政事務を集約することを目的としている。

26

養育費の現状

出 所 ： 全 国 ひ と り 親 世 帯 調 査 報 告 書

Casa調べ 2022年6月末時点

行政の取組み

● 公正証書等作成にかかる費用の補助

● 養育費保証の初回保証料に対する補助

子ども家庭庁

● 相談対応や情報提供の充実、全てのこどもの居場所づくり

● こどもの貧困対策、ひとり親家庭の支援

● こどもの視点に立った政策の企画立案

情報
相談

貧困
支援

政策
立案

養育費を受けたことがない：56%

元配偶者ひとり親家庭

地方自治体

利用申込

●保証料補助
●公正証書補助

行政の取り組み

養育費取り決め
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認知拡大のための活動

セミナー開催・情報交換

● 弁護士、ＦＰ、協力団体とのセミナー開催

行政の連携（154自治体）

● 養育費確保の働きかけ

● 費用補助に関する情報交換

メディアへの掲載

● 新聞等各種メディアへ掲載

● オウンドメディア運営

イベント開催

● ありがとうキャンペーン ● 親子写真イベント

● オーストラリア動物園めぐり

離婚時に養育費に必要な知識の啓蒙活動

フジテレビ

ノンストップ！
にて当社の

養育費保証

サービスが紹介

v



養育費保証
サービス

家賃保証
サービス

入居者
サービス

不動産取引の
オンライン化

事業の
システム化

不動産DXの
推進

28



Casaは

人々の健全な住環境の維持と

生活文化の発展に貢献し、

豊かな社会を実現します。

誰もが安心して住める社会へ



 本資料は、当社の事業および業界動向に加えて、

当社による現在の予定、推定、見込みまたは予想に基づいた将来の展望についても言及しています。

 これらの将来の展望に関する表明は、様々なリスクや不確実性がつきまとっています。

 すでに知られたもしくは知られていないリスク、不確実性、その他の要因が、

将来の展望に対する表明に含まれる事柄と異なる結果を引き起こさないとも限りません。

 当社は、将来の展望に対する表明、予想が正しいと約束することはできず、

結果は将来の展望と著しく異なることもありえます。

 本資料における将来の展望に関する表明は、2022年9月8日現在において、利用可能な情報に基づいて、

当社によりなされたものであり、将来の出来事や状況を反映して、

将来の展望に関するいかなる表明の記載をも更新し、変更するものではございません。

ご留意事項


